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労働規律はソ連邦でも様々に理解されている。例えば，法規範や具体的指令を厳格に順守す
ること，制定された法規範や行動原理モラルを遂行するとと，労働者や職員が自己の労働義務
を遂行する乙と，と lJJて。よく言われているように，社会主義以前の社会では，労働規律は雇用
者による「他律的」性格をもつものであり，直接「ムチ」によってあるいは失業すなわち飢餓の
脅威によって「強制的」におこなわれ維持されてまた。乙れに対して社会主義労働規律はどの
ようなものなのであろうか。ソ連邦では，労働規律の社会主義的特徴は，その保障の方式，す
なわち，「労働へ意識的な態度，説得の方式，そして誠実な労働への奨励i を前提にしている，
とされている。このことを具体的に(詳細に)検討する(これについては別稿を予定している)
まえに，労働規律の「基礎J r前記として位置づけられている労働秩序 (TPYAOBOß no阿，01()
を(資料として)紹介する乙とが目的である。
労働規律は内部労働秩序の順守と有機的に結びついている。集団的労働の円滑な再生産は，
そのメンバーの労働上の努力の調和一→行動の統一一→指導者の意思への服従を前提としてい
る。社会主義的計画経済のもとでは，乙れが，企業レベルでは，内部労働秩序の制定によって
保障されてし%。乙れにもとづいて，管理部と労働者や職員の基本的義務が決定され，共同労
働過程における彼らの相互関係が確立されるわけである。内部労働秩序とは生産課題の遂行の
過程で企業の労働集団内部に形成される諸関係を労働規範で調整したシステムであり，労働過
程のすべての参加者による主体的権利の実現と労働義務の遂行を保障している。
(1) CM.,B.COJlIIHHK,npaBHJla BHYTpeHHero TpYAOBOro pacnopJlAKa HY2RA脚TCII B yTO耳目HHH ， Co~・ TPYA， 1983， 地 7 ，
CTp.85 
(2) 畑中政春・吉良勝「ソヴェトの労働J，日本評論社，昭和25年， 121ページ。
(3) A.JIalIaß, 3aKoHOAaTeJlbCTBO 0 TpYAe,BHma mKoJla,1982, cTp.147. 
(4) í秩序そのものは労働規律を構成していない。それはその基盤であり前提であり，規律は秩序の結果であ
る叫 (H. THMOHOB, TpYAOBO直 paClIopllAOK Ha IIpeAIpHIITHH , IOpI!lAHAH'IeCK8Jl J1HTepaTypa,1974, CTp. 7. 
(5) CM.， A.JI阻aß ， YKaø. ∞喧・， cTp.149. 
(6) CM., B.C聞pHOB， BHYTpeHHH誼 TpYAOBOß pacnopllAoK Ha IIpeAlIp~IIT皿， JIry, 1978, CTp. 35. 
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ソ連邦では，企業の労働秩序が，内部労働秩序規則(叩aBß~a BHyTpeHHerO TpYAOBOrO pa・
cnopﾟ AOKa) ，特殊規律規定 (YCTaBU 0 AßC~ßn~ßHa) ，技術規則 (TeXHß司eCKße ßHCTPYK~ßß) ， 
職務規定(月O~細OCTHue no~omeHßß) によって，規制されている。企業レベルの労働秩序を規
制する法令のなかで「基本的な位記を占めているのは内部労働秩序規則で、あご乙れは，標
準規則，部門別規則そしてローカルな規則，に区別される。標準規則とは全ソ規模の (o6me-
COI08H凶)ノルマチーフ規範であり，それぞれの国民経済部門では，標準規則をベースとして，
その部門の特殊性を考慮に入れてそれを修正し補足し，独自の部門別規則が制定され，また，
個々の企業では，管理部が，労組工場委員会の同意のもとに，その企業の諸条件に合致した，
内部労働秩序規則，を定めている，乙れがローカルな内部労働秩序規則で、あり，いわば我国企
業の就業規則に相当する。このような規則は標準規則(や部門別規則)に対立するものではな
しそれらの規則を補足しヨリ正確にする乙とによって具体化されている。
従って，乙のローカルな規則はつぎのような要件に合致したものとして具体化される。
(1) 規則の合法性 ローカルな規則は諸々の法律(令)を基礎としている。それ故 P::. ，それは，
例えば，労働法そして標準(部門別)規則と対立しない。だが，乙の乙とは，乙の規則が共
和国的あるいは個別省庁的性格のノルマチーフ規範を考慮した個別的な特殊な特性を有する
ものとして存在するということを排除するものではない。
(2) 規則の完全さ 乙の要件は，ローカルな規則が労働過程の双万の権利と義務を最も完全に
反映しなければならないということを前提にしている。乙のような完全さは，内部労働秩序
I規則 l乙関わる現行の諸々の法律(令)とその企業の活動の特性に適用される具体的なローカ
ルな諸条件を考慮することによって，達成される。
(3) 規則の義務性 規則に織り込まれている命題はその企業のすべての従業員(管理部と労働
者や職員)にとって義務的性格をもっている。規則の未遂行には処分や社会的制裁の措置が
とられる。
(4) 規則の公開性 すべての従業員は規則の内容を知らなければならない。乙のような要件は
(7) H. TIIMOHOB. YKas.ω'1..cTp.12. 
(8) 特殊規律規定とは，鉄道，海運，河川交通，通信機関等々のように，特に高い規律，秩序，そして誠実さ
が必要とされる部門において，適用されている。内部秩序規則はすべて従業員に等しく適用されるが，技術
規則や職務規定は一定の範囲の従業員に適用される。例えば，技術規則は，機械の修理，サービス，開発と
結びついた，様々な生産や職種ごとに専門知識が要求され， (主として工業企業の)労働者と技術労働者の
権利と義務を定めている。また，職務規定は，主として施設や組織に従事する職員や技術労働者の権利と義
務を，基本的には定めている。 (CM・. TaM )Ke. cTp.16-19) 
(9) ただし，現実には標準規則がそのまま部門別規則として適用されている部門もある。 (CM.. B. COJIlIHK. 
YKas.ω司・.CTp. 83 ) 
(10) H. THMOHOB. YKas.ω司.. c'1'JI.21-23. 
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2 つの目的を追求している。第 1 に，管理者と働き手l乙，その権利と義務を知らしめること，
第 2 に，勤労者に(責任意識を含めた)権利意識を育成すること。
(5) 規則の平易性 規則は独特なノルマチーフ法令である。これは単に法律にあかるい人々だ
けを対象としているのではない。それ故に，その内容は平易でわかりやすいものでなければ
ならない。
(6) 規則の現実性 管理部，社会的組織，労働者と職員が，規則の必要性を感じなければなら
ない。このことは，規則が内容豊かであり生産労働の利害に直接触れている場合に可能であ
る。
(7) 規則の安定性 規則の効力は時間に制約されずいかなる期間とも結びついていない。ただ
しこのことは規則が不変のものであることを意味していない。労働法や具体的なローカルな労
働条件が変化すれば，規則は修正補足され変更が加えられる。
(8) 規則の創造的性格 規則は法規範と規範発達結果を含んでいる。管理部と労働委員会はロ
ーカルな規則を制定する場合，生産のローカルな条件と特殊的な特性に法規範を「結ひ守つけ」
てそれを具体化する。法規範の発達とは無制限なものではなく法律の範囲内である。規則は
法的契機だけでなく道徳政治的契機をも含んでいる。従って，そこには，若干のその他の社
会規範(例えば，共産主義道徳規範) も反映している。
本資料で紹介(全訳)するものは 1984年 7 月 20 日に労働委員会が全ソ労働組合中央会議
(BQCIIC )の同意のもとで制定した標準規則である。それまでの標準規則は1972年 9 月に制定
されたものであり，それ以降のいくつかの変化州4年の改正の背景となってし11ふまず第 1 に
1977年10月に新憲法が公布された乙とがそれである。そこでは，労働の権利が明確にされた。
「ソ連市民は，労働の権利，すなわち労働の量と質におうじ，国家の定める最低額以上の支払
をともなれ確実な仕事をえる権利をもち，乙の権利は，適性，能力，職業訓練および教育に
したがい，社会的必要の考慮にもとづく職業，職種および仕事を選択する権利をふくぬ (40 
条)ただし，義務のない権利はありえず，憲法でもその乙とが明確に規定されている。「自分
の選んだ社会的有用活動の分野におけるまじめな労働および労働規律の遵守は，労働能力のあ
るすべてのソ連市民の義務であり，名誉である。社会的有用労働の忌避は，社会主義社会
の諸原則と両立しない叫 (60 条)また， 1983年 6 月には「労働集団法が制定され，乙れによっ
て内部労働秩序の調整のヨリ一層の民主化とこの問題に関する労働集団の権利が拡大されるこ
とになった。特に，管理部と工場委員会の提案にもとづいて，内部労働秩序規則を承認し，そ
のI1頂守を保障する措置をとる権利が，労働集団に，付与されたこと(このことは「労働集団
(1) CM., COn;?JIHCTHlIeCKHﾟ  TPYA， 1984，地12 ， CTp. 84~90. 
(12) ノーボスチ通信社編稲子恒夫訳『新ソ連憲法・資料集~ ，ありえす書房， 1978年， 124ページ。
(13) 同土， 128ページ。
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法」の第 9 条l乙明記されている) が，大きな改革点であり， 72年と 84年の規則の基本的相違の 1
つとなっている。その他にも， 1979年12月 13 日の党中央委員会，ソ連邦閣僚会議， Bucncの決議
「労働規律のヨリ一層の強化と要員流動性の減少についてj ，同じく 1983年 7 月 28 日の決議
「社会主義労働規律強化活動の強化についてj ， 1983年 7 月 28 日の閣僚会議と Bucnc の決議
「労働規律強化の補足的措置についてj ， 1983年10月 20 日のソ連邦国家労働委員会とBucnc
の決議「労働規律強化法の適用と結びついた若干の問題について」が，新しい標準規則制定の法
的基礎となったのであった。
以下(II)では1984年制定の標準規則糊北側ではそれぞれの臓の働き手の勤務時聞を紹介
してみた。
n. 内部労働秩序標準規則
第 1 章総則
第 1 条 ソ連邦市民は，ソ連邦憲法にもとづいて，労働の権利，すなわち，労働の量と質に応
じただけではなく国家が定めた最低額以上の支払をともなう仕事を保障される権利を有する。
この権利は，社会的要請を考慮して，天分，能力，職業訓練，教育l乙合致した職種，業務およ
び仕事の種類を選択する権利を含む。労働能力を有するソ連邦市民の義務と名誉は自らが選択
した社会的に有益な活動領域において誠実に働き労働規律を順守する乙とである。
社会主義的労働規律とはただ単に内部労働秩序規則を厳格に順守することだけではなく自己
の仕事に意識的に創造的に接し高い質を保障し労働時聞を生産的に利用する乙とである。
労働規律は，標準的な高生産的作業に必要な組織的ならびに経済的諸条件の創造，意識的な
労働態度，説得や教育，そして誠実な労働の奨励，によって保障される。労働規律違反に対し
て，懲戒処分と社会的制裁の措置がとられる。
社会主義労働規律の育成・強化活動の最も重要な方向は，ソ連邦労働集団法「労働集団，そ
して企業，施設，組織の管理における労働集団の役割の向上について」が提起した諸権利の効
果的利用である。
第 2 条 内部労働秩序規則は，労働者と職員に共産主義的労働態度を育成する乙と，労働規律
のヨリ一層の強化，労働を科学的基盤のもとで組織する乙と，労働時間の合理的利用，高い質
の作業，労働生産性と社会的生産効率の向上を促進する乙と，を目的とする。
第 3 条 本標準規則にもとづき，各省庁は，然るべき労働組合中央委員会(共和国委員会)の
同意のもとに，それぞれの国民経済部門の特質に適合する部門別内部労働秩序規則を制定し，
(14) C60pHDK HOpM8T四国x aKTOB 0 TPYAe.IOpD尻町eCKaø J1DTepaTypa, 1985. cTp.353-362. 
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企業，施設，組織の労働集団は，管理部と労組委員会の同意のもとで，ぞれぞれの企業，施設，
組織の諸条件に適合する内部労働秩序規則を制定する。
第 4 条 企業，施設，組織の管理部は，内部労働秩序規則の適用と結びついた諸問題を，付与
された権利の範囲内で解決し，現行の法律や内部労働秩序規則で定められている場合には，労
組委員会と共同であるいはその同意のもとで解決する。労働集団も，その権限に従って，これ
らの諸問題を解決する。
第 2 章 労働者と職員の採用および解雇の手続
第 5 条 労働者と職員は，企業，施設，組織において労働契約を締結することによって，労働
権を実現する。
第 6 条 採用にあたって，企業，施設，組織の管理部は，就職者につぎのことを要求しなけれ
ばならない。
1 )一定の手続で作成された労働手帳。もし本人が労働者あるいは職員として初めて就職す
る場合には，居住地ごとに，然るべき住宅管理組織，村あるいは都市人民代議員ソヴェト，町
委員会が発行する，最近の仕事についての，証明書(町委員会が発行する証明書は然るべき人
民代議員ソヴェトの執行委員会によって保証されなければならない。また，ソ連邦軍隊の退役
者は管理部に軍人手帳を呈示しなければならない)。
2 )身分証明書に関する法律にもとづく身分証明書の呈示。
上記の書類の提出がない場合には採用されない。
専門知識が必要な仕事へ採用する場合，企業，施設，組識の管理部は，働き手l乙，習得した
教育あるいは職業訓練に関する卒業証書あるいはその他の資料の提出を要求することができる。
採用にあたって，法律で定められていない書類の提出を勤労者に要求することは禁止されて
l' る。
採用は，企業，施設，組織の管理部の決定書(指令)の形式をとらなければならない。これ
は働き手に交付され署名される。決定書(指令)には，労働者作業職務統一技能資格便覧ある
いは定員一覧表にもとづいた作業(職務)の名称と労働支払条件が記入されていなければなら
ない。
採用が規則 l乙適合しているか否かに関わりなく，労働契約の締結をもって就業は事実上許可
される。
第 7 条 労働者と職員を採用する場合あるいは所定の手続によって他の仕事に配置転換する場
合，管理者はつぎの義務を負う。
1 )労働者と職員に仕事の内容，労働条件そして労働支払を知らしめ，その権利と義務を解
説すること。
2 )当該企業，施設，組織の内部労働秩序規則と団体協約を知らしめること。
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3 )安全技術，生産環境衛生，労組衛生，防火およびその他の労働保護規則を教示すること。
第 8 条 5 日以上就業したすべての労働者と職員にたいして，現行法律にもとづいた手続に従
って，労働手帳に必要要項が記入される。
すべての労働者そして出来高払の賃金をうける職員に対して，管理部は，本人の就業後 5 日
以内に，賃金手帳を交付するかあるいは賃金支払に際して計算書を交付しなければならない。
第 9 条 労働契約の終了は法規で定められた理由にもとづいてのみ有効である。
労働者と職員は 2 ヵ月まえに管理部に予告し，期限を定めない労働契約を解除する乙とがで
きる。現行の法律で定められた正当な理由で労働契約を解除する場合には，労働者と職員は 1
ヵ月まえにそのことを管理部に予告する。
労働者あるいは職員が労働規律違反で配置転換された仕事を遂行する (25条 4 項)時間は，
解雇予告時聞に含まれる。
上述の期聞が終了した時，労働者あるいは職員はその職を去ることができる。企業，施設，
組織の管理部は働き手に労働手帳を返却し，賃金を精算しなければならない。
働き手と管理部は，双方の了解のもとに，解雇予告期間の終了まえに労働契約を解除するこ
とができる。
期限を定めた労働契約は，働き手が病気あるいは障害で契約l乙定められた仕事を遂行できな
くなった時，管理部が，労働法，団体協約あるいは労働契約に違反した時，その他正当な理由
がある時，期限前に解除する乙とができる。
企業，施設，組織の管理部は，ソ連邦の法規が定めた場合を除いて，労組委員会の事前の同
意がなければ，自らの発意によって労働契約を解除することはできない。
労働契約の終了は管理部の決定書(指令)の形式をとる。
第10条 解雇の当日，管理部は労働者あるいは職員に解雇する旨を記入した労働手帳を返却し，
賃金を最終的に精算しなければならない。解雇理由は，現行法規を正確に参照し然るべき法律
の条項を引用して，労働手帳l乙記入されなければならない。解雇の日が就業の最終日である。
第 3 章 労働者と職員の基本的義務
第11条 労働者と職員はつぎの義務を負う
1 )誠実にかつ良心的に労働し，生産における秩序の基礎である労働規律を順守し，管理者
の指令を適宜に正確に遂行し，労働生産性を高めるように労働時間を利用し，同僚が自己
の労働義務を遂行することを妨げるような行動を避ける乙と。
2 )労働生産性を高め，命令と任務にもとづいた仕事，出来高ノルマそしてノルマ化された
生産課題を適宜にそして熱心に遂行し，これらのノルマを超過遂行すること
3 )仕事や製品の質を改善し，怠けずにまた不良品をだすことなし技術上の規律を順守す
ること。
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4 )然るべき規則や訓令で定められた労働保護，安全技術，生産衛生，労働衛生および防火に
関する諸要求を順守し，支給された作業服，作業靴を常用して働き，必要な個人的防衛手
段を利用すること。
5 )標準的な生産活動を妨げるあるいは困難にする(操業停止，事故の)原因や条件を除去
するための措置をとり，管理部にすみやかに報告すること。
6 )自己の作業域，設備そして器具を整理整頓し清潔に維持し，交代する働き手に引き渡し，
同様に企業(施設，組織)の職場(部)や敷地を清潔に保つこと，高価な資産や資料を定
められたとおりに保管しておくこと。
7 )社会主義的財産を大切に保護し補強し，機械，工作機械およびその他の設備を効果的に
利用し，働き手の利用に供された工具・器具・作業服およびその他の物品に注意深く接し，
原材料，エネルギー，燃料およびその他の物的資源を節約し合理的に費消すること。
8) 社会主義的人間としてふるまい，社会主義的な社会生活のルールを順守する乙と。
それぞれの働き手が自らの専門，技能資格あるいは職務にもとづいて遂行する(仕事)義
務の範囲は，労働者の統一作業・職務技能便覧，職員の職務技能資格便覧，そして所定の手
続で承認されている技術規則，職務上の訓練および規定，によって決定される。
第 4 章管理部の基本的義務
第12条 企業，施設，組織の管理部はつぎの義務を負う。
1 )労働者や職員がそれぞれにその専門や技能資格に応じて働き，割りあてられた作業域を
もち，仕事を与えられるまでに適時に一定の課題を熟知し，労働日(交代)のすべての期
聞にわたって仕事を保障されるように，労働者と職員の労働を正しく組織する乙と，健康
的で安全な労働条件，工具・機械・工作機械およびその他の設備の良好な状態を保障し，
同じくまた間断なき連続的な作業に必要な原材料およびその他の資源の標準的貯蔵を保障
する乙と。
2 )科学・技術・科学的労働組織の最新の業績を導入することによって労働生産性向上のた
めの条件をっくりだすこと，生産効率や作業および生産物の質の向上，手未熟練労働や重
肉体労働の適用の減少，組織の改善そして生産文化の向上に関する諸措置を実現すること。
3 )労働の組織化と刺激化の班形態を全面的に発達させ，班活動効率向上に関する諸措置を
実施する乙と，多機械同時操作工の運動や兼職を拡大し，先進的な労働方式・方法の研究，
普及そして導入を組織化する乙と。
4 )計画課題を生産小部門・班・環まで適時に周知せしめ，労働・物的・金融資源を最小限
に支出しながらそれらの課題を実現し，内的資源のヨリ完全な暴露と利用，原材料・エネ
ルギー・燃料の科学的に基礎づけられた支出ノルマ化やそれらの合理的な経済的利用の保
障をめざした措置を実現し，生産の収益性を高め，その他の計画指標を改善すること。
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5 )労働支払の組織をたえず改善し，最終的な活動結果に応じた集団的な支払形態を幅広く
適用し，労働ノルマ化の質を高める乙と，個人的な労働結果や全体的活動結果に対する働
き手の物質的関心，労働生産性の向上と賃金の上昇との正しい相互関係，賃金フォンド，
物質的奨励フォンドおよびその他の奨励フォンドの経済的な合理的費消を保障する乙と，
現行の労働条件や労働ノルマ化の正しい適用を保障する乙と，賃金を所定の期日に支払う
乙と。
6) 労働規律と生産土の規律の厳格な順守を保障し，規律の強化，労働能力の損失の一掃，
労働資源の合理的利用，安定した労働集団の形成をめざした組織的，経済的および政治育成
的活動をつねにお乙なうこと，労働規律違反に対して感化措置をとること，その場合に労
働集団の意見を考慮すること。
7 )労働法と労働保護原則をたえず順守する乙と，労働条件を改善し，すべての作業域に然
るべき技術的設備を保障し，そ乙 l乙労働保護原則(安全技術原則，公衆衛生規範や原則な
ど)に照応した作業条件をっくりだす乙と。安全な労働条件のもとで生産をお乙なうため
に順守しなければならない諸々の要件が原則に欠けている場合には，企業，施設，組織の
管理部が，労働委員会の同意のもとで，安全な労働条件を保障する措置をとる。
8 )労働者と職員の労働災害，職業病およびその他の病気の予防に関する必要な措置をとる
乙と，法律で定められている場合には，有害な労働条件と関連して適時に特典や補償(短
縮労働日，追加休暇，匿療予防給食制度など)を提供すること，現行の規範や規定に応じ
て，特別な衣服，靴およびその他の個人的防御手段を保障し，これらの手段の然るべき世
話を組織すること。
9) 安全技術，生産衛生，労働衛生および防火に関するすべての訓令を働き手が周知しかっ
順守しているかをたえず監督する乙と。
10) 社会主義競争を発達させ，労働生産性や社会的生産効率の全面的向上，作業の質の改善，
生産物原価の引下げ，労働時間・原材料・エネルギーおよびその他の資源の合理的利用，
契約や注文に応じた納入計画の遂行，社会主義義務のすみやかな遂行，競争の適時な総括
と競争勝利者の決定，高生産的労働の道徳的および物質的刺戟化の役割の向上，先進的集
団や働き手の奨励l乙関する諸問題の解決，のための諸条件を労働集団内にっくりだす乙と，
労働集団の働き手の先進的経験や貴重なイニシアティブの普及を保障する乙と。
11) 発明や合理化提案を適時に検討採用し，生産改革者を支援し奨励し，大衆的な技術的創
造性を援助する乙と。
12) 働き手の実務的(生産上の)技能資格や経済的および法的知識水準の体系的向上を保障
し，仕事と企業内および教育施設での教育との両立のために必要な条件をつくりだす乙と。
13) ソ連邦法律「労働集団，そして企業，施設，組織の管理における労働集団の役割の向上­
について」で定められた権限を行使するために必要な条件を労働集団にっくりだし，実務
- 48 一
ソ連邦企業の就業規則
的・創造的環境を労働集団内 l乙生み出すことを援助し，勤労者のイニシアティブと創造性
を全面的に支援し発達させ，労働集団集会，常設生産会議，協議会および社会的自主活動
の様々な諸形態を完全に利用して，企業，施設，組織の管理への参加を保障する乙と，労
働者と職員の批判的意見を適時に検討して，採択された措置を彼らに周知せしめること。
14) 働き手の要求や関心に注意深く接し，住宅・文化生活条件の改善を保障し，住宅・寮・
託児所・購売施設・従業員食堂を建設し修理し然るべき状態で維持し，協同的および個人
的住宅建設を援助すること，住宅条件の改善を必要としている働き手を確認し，現行の法
律に従って床面積を配分すること。これらの問題は幅広い公開のもとで解決される。
管理部は，労組委員会と共同であるいはその同意のもとで，また労働集団の権限を考膚に
入れて，自己の義務を遂行する。
第 5 章労働時間とその利用
第13条 始業時間，終業時間そして休息と食事のための休憩時間は，つぎのように定められる。
始業時間
休憩時間
終業時間
第 1 交代班 第 2 交代班 第 3 交代班
毎日の労働時間，特に，始業時間，終業時間そして休息と食事のための休憩時間は，週間あ
るいは他の計算期間内の所定労働時聞を順守したうえで，労組委員会の同意のもとに，管理部
が定めた，交替班勤務時間表によって，然るべく，定められる。
1 交替内の労働時間が 8 時間15分を越える場合には，中央(共和国)労組委員会あるいは労
組評議会の同意と省(庁)の許可が必要である。
交替班勤務時間表は，原則として，遅くともそれが実施される 1 カ月まえに，労働者と職員
に通知される。
各班の働き手は定期的l乙交替しなければならない。
交替は，原則として，交替班勤務時間表に定められた時聞に，週一回，おこなわれなければ
ならない。
第14条 企業，施設，組織における始業と終業および休息について，労働者と職員は然るべき
信号あるいはその他の手段によって通報される。
労働者と職員は，企業，施設，組織が定めた手続に従って，始業までに自己の出勤を，終業
にあたってはその退出を，記載しなければならない。
第15条 管理部は出勤と退出の記載を組織化しなければならない。記載場所の近くに，時刻を
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正確に示す時計が設置きれなければならない。
管理部は，働き手が酪町して出勤した場合，当該労働日(交替班)の就業を許可しない。
第16条 連続操業の場合，交替者が到着するまで仕事を離れてはならない。
交替予定者が欠勤する場合，労働者あるいは職員はその旨を上司に届出なければならない。
またその上司は別の働き手を欠勤者の代りに補充する措置をすみやかにとらなければならない。
第17条 生産諸条件の性格上休息や食事のための休憩時聞を定めることができない作業におい
ては，労働者あるいは職員に，労働時間中に食事をとる機会を与えなければならない。
このような作業の一覧，食事のとり方やその場所は，企業，施設，組織の労組委員会の同意
のもとに，管理部が定める。
第18条 時間外労働は，原則として，許可されない。管理部は，現行法規が定めた例外的な場
合およびその範囲内で，企業，施設，組織の労組委員会の許可がある場合にのみ，時間外労働
をお乙なわせる乙とができる。
第19条 労働時間内につぎのことをおこなう乙とは禁止される。
1 )労働者と職員をその直接的仕事からヲ|き離すこと，社会的義務の遂行や生産活動と直接
結びつかない様々な種の措置の実施(各種の集会，セミナー，競技会，芸術創作活動，観
光旅行)のために呼びだしたり，解任したりすること。
2 )集会，協議会および社会問題に関するあらゆる種の会議を開催する乙と。
第20条 年次休暇の順番は，企業，施設，組織の管理部が，労組委員会の同意のもとに，企業，
施設，組織の標準的な作業進行状況や労働者と職員の最適な休憩条件の確保を考慮して，定め
る。休暇予定表は各暦年について遅くとも現行年度の 1 月 1 日までに作成し，すべての労働者
と職員に通知される。
第 6 章優秀な生産実績に対する奨励
第21条 労働義務の模範的遂行，社会主義競争における好成績，労働生産性の向上，生産物の
品質の改善，長期間にわたる無事故勤務，労働の革新およびその他の優秀な生産実績に対して，
つぎのような奨励措置が適用される。
1 )感謝の公示
2) プレミアムの支給
3 )貴重な贈物の授与
4) 表彰状の授与
5) 名誉板や名誉掲示板への氏名の記載
内部労働秩序によってその他の奨励措置を定める乙ともできる。
本条の 1) ， 2) , 3) で定める奨励措置は，企業，施設，組織の労組委員会の同意のもとに
管理部によって適用され，本条の 4) ， 5) に定める奨励措置は労組委員会と共同で適用され
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る。奨励適用の場合には，労働集団の意見が考慮される。
奨励は決定あるいは指示として公表され，すべての集団に通知され，働き手の労働手帳に記
入される。
奨励措置の適用の場合には，労働の道徳的刺戟化と物質的刺戟化の結合が保障される。
第22条 自己の労働義務を立派に誠実に遂行している労働者と職員には，まず第 u乙，社会文
化および住宅生活サービスの点で(サナトリウムや休息の家への優待券，住宅条件の改善など)
優先権と特典が与えられる。このような働き手は昇進の際に優先される。
特別な労働功績に対して，労働者と職員は，奨励，勲章，メダル・パッチ・表彰状の授与，
名誉称号や当該職種での最優秀者称号の授与について，上級機関にすいせんされる。
第23条 労働集団は優秀な生産業績に対して社会的奨励措置をとり，道徳的奨励および物資的
奨励に値するものをすいせんする。国家賞にすいせんされた候補者について意見を述べる。生
産革新者や生産先駆者および企業，施設，組織に長い間誠実に働いた人々に対して，その目的
のために，現行の手続に従って，割りあてられている資金によって，補足的な特典と優先権を
供与する。
第 7 章労働規律違反に対する責任
第24条 労働規律に違反した場合，すなわち，働き手が自己の労働義務を自己の責任で遂行し
なかったりあるいは然るべく遂行しなかった場合には，懲戒処分あるいは社会的制裁または現
行の法規で定められた別の措置が適用される。
第25条 労働規律違反に対して，企業，施設，組織の管理部は，つぎの懲戒処分を適用する。
1 )注意
2 )戒告
3 )厳重戒告
4) 3 カ月未満の期限で低支払作業への配置転換，あるいは同じ期限でヨリ低い職務への更
送。
労働規律の常習的違反，正当な理由のない欠勤あるいは酷町した状態での出勤に対して，労
働者や職員は，本項の前半で定めた期限内に，別の低支払作業に配置転換されたりあるいは別
のヨリ低い職務に更送されることがある。
5 )解雇
懲戒処分としての解雇は，すでに懲戒処分あるいは社会的制裁が適用されている労働者や職
員が，正当な理由なしに，労働契約あるいは内部労働秩序規則によって課せられている義務を
それ以昨も常習的に遂行しない場合，正当な理由のない(労働日のき以上作業に就かないこと
を含む)欠勤に対して，同じく酪町した状態での出勤に対して，適用される。
正当な理由なしに労働日全体にわたって作業に就かない場合は欠勤とみなされる。
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正当な理由なしに労働日のす以上の作業に就かない労働者と職員も欠勤者とみなされ，欠勤
と同じ措置が適用される。
第26条 正当な理由のない(労働日の告以上就かないことを含む)欠勤に対して，企業，施設，
組織の管理部は，つぎの 2 つの措置のどちらか 1 つを適用する。
本規則第25条に定める懲戒処分
年功臨時報酬の支給あるいは賃金に対する年功割増金支給が定められている企業，施設，組
織において，年功(同一企業における勤続年数を考慮した)臨時報酬を，現行の法律で定めら
れた範囲内で，減額すること，あるいは 3 カ月未満の期関年功割増金の支給を停止すること。
正当な理由なしに欠勤した労働者と職員には，当該年度の年次休暇が欠勤日数分減少される。
乙の場合，休暇は 2 労働週 (12労働日)以下になってはならない。
懲戒処分あるいは社会的制裁の適用に関わりなし正当な理由なしに欠勤(労働日の告以上
作業に就かない乙とを含む)したりあるいは酪町した状態で出勤した労働者と職員は，完全に
あるいは部分的に，生産プレミアムを失う。また，企業，施設，組織の年間活動結果に応じた
報酬が減額されるかあるいは全く支給されないこともある。
第27条 懲戒処分は，企業，施設，組織の指導者によって，同じく省(庁)が定めた一覧表に
記載されている役職者によって，適用される。
企業，施設，組織の管理部は，自らが懲戒処分を適用する代りに，労働規律違反に関する問
題を，労働集団，同僚裁判あるいは社会的組織の審議に付託することができる。
第28条 労働集団は労働義務を不誠実に遂行した働き手に厳しく同僚として接する。労働規律
に違反した集団メンバーに社会的制裁措置(同僚としての注意，社会的戒告)をとる。同僚裁
判の実施のために労働規律違反資料を準備し手渡す。労働規律違反に対して法律で定められた
感化措置の適用を問題提起する。
第29条 労働規律l乙違反した者は，処分を適用するまえに，書面l乙て弁明する乙とを要求され
る。弁明の拒否は処分適用の障害とはなりえない。
懲戒処分は違反の判明後すぐに，遅くとも 1 カ月以内に，管理者によって適用される。ただ
し，病気中の期間あるいは休暇中の期間はその期聞に導入されない。
違反が判明して 6 カ月を経過した場合，懲戒処分は適用できない。ただし，刑事事件の審議
期間は上述の期聞に含まれない。
第30条 労働規律の 1 つの違反について適用できる処分は 1 つである。
処分の適用の場合には，違反行為の軽重，違反がお乙なわれた状況，違反者のそれまでの勤
務状態と行状，が考慮されなければならない。
第31 条 懲戒処分適用決定書(指令)は，その適用理由を添付したうえで，処分をうける働き
手に， 3 日以内 l乙，宣告(通知)される。当該者は確認の署名をお乙なう。
決定書(指令)は，必要な場合，当該企業，施設，組織の働き手に知らされる。
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懲戒処分を適用された日から 1 カ年聞にわたって労働者あるいは職員が新たに懲戒処第32条
分を課せられなかった場合，懲戒処分をうけなかったものとしてみなされる。
労働者あるいは職員が新たに労働規律に違反しなかったりあるいは勤勉で誠実な働き手であ
(指令)1 カ年の経過を待たずに，処分取消の決定書ることが判明した場合には，管理部は，
をだすことができる。
懲戒処分の有効期間中は，本規則で定められた奨励措置は働き手に適用きれない。
労働集団のメンバーが新たに規律に違反せず誠実な働き手であることがあきらかにな
った場合，労働集団は，適用された処分を，期限前に，適用後 1 カ月以内に，取消すことがで
第33条
きる。また，懲戒処分の期限前の取消あるいは労働規律違反に対して管理部が適用した別の措
よく見える場所に，掲示される。
置の効力の停止を請願することができる。
内部労働秩序規則は，職場(部)内の，第34条
E 
コンベヤ一労働者のための労働と休息の制度勧告
支
表 1
刻時労働と休息の制度
替
7: 30 
7: 30 一一 7: 35 
7 : 35 
9: 30 - 9: 40 
11 : 00 - 11 : 30 
12 : 30 -12: 40 
14 : 00 - 14 : 05 
15 : 00 - 15 : 05 
16: 00 
第間操始憩憩憩憩憩間
時体開休休休休休時業備業時事時動時業始準作定食定運定終
替
16 : 15 
18 : 15 一一 18: 25 
18: 45 一一 20: 15 
21 : 15 一一 21 : 20 
22 : 20 一一 22: 25 
23 : 20 - 23 : 30 
0: 30 
交
第間憩憩憩憩憩間
時休休休休休時業時事時動時業始定食定運定終
C oBep~eHcTBOBaH lJe yCJIOBlJ並 TpYAa Ha npOMhlmJIeHHLlX 
npe瓦nplJ fiT lJ fiX， HaYKoBa 瓦yMK 8， 1979, cTp.105. 
守U? ?
(出典)
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表 2 職長の労働日課
作業内容
交代手続，作業計画d確認
作業域ごとの作業の配分，安全技術の状態
や労働条件の点検
職区の巡回，機械化された過程の質の点検，
設備状態の観察，不調の点検
オシャカの検討，その原因の究明，必要な
措置をとること
定時休憩
職区の巡回
業務資料の作成
職区の巡回
食事休憩
職区の巡回
日誌記入
定時休憩
日誌記入
翌日の交代課題計画の検討
翌日の課題遂行の準備
職区の巡回， r諜の点検，業務手帳への記入
定時休憩
1 交代作業の総括
業務報告
時 刻
7: 30 - 7: 40 
7: 40 - 7: 55 
7:55- 8:55 
8: 55 - 9: 30 
9: 30 - 9: 35 
9: 35 - 10: 00 
10 : 00 - 10 : 45 
10 : 45 - 11 : 00 
11 : 00 - 12 : 00 
12 : 00 - 12 : 50 
12 : 50 - 13 : 30 
13 : 30 - 13 : 35 
13 : 35 - 14 : 35 
14 : 35 - 14 : 40 
14 : 40 - 14 : 55 
14 : 55 - 15 : 30 
15 : 30 - 16 : 00 
16 : 00 - 16 : 25 
16 : 25 - 16 : 30 
(出典) Opraouaan;IiIﾟ  TpYAa xoa凶CTBeOOhI x PYKoBoAIilTeJIeß , 8KoooMIilKa, 
1979, cTp.184. 
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表 3 職場長の労働日課
仕事内容
職場の巡回
仕事の準備と組織
上からの通信の検討
業務上の打ちあわせ
書類の記入
企業長(代理)との打ちあわせ
企業全体と問題を整合する
企業長代理とフォンド実現に関して打ちあ
わせ(週に 1 回，残りの日は職場の巡回)
食事休憩
技術資料の検討と作成
来訪者との会談
生産経過のコントロール
文献に限を通す
主任技師と生産の準備に関して打ちあわせ
る(週 l乙 1 回，残りの日は安全技術問題の検
討)
業務連絡
時刻
8: 00 - 9: 00 
9: 00 - 9: 10 
9: 10 - 9: 30 
9: 30 - 10: 00 
10 : 00 - 10 : 10 
10 : 10 - 1 : 00 
11 : 30 - 1 : 30 
11 : 30 - 12 : 30 
12 : 30 - 13 : 30 
13 : 30 - 14 : 00 
14 : 00 - 14 : 30 
14 : 30 - 15 : 00 
15 : 00 - 16 : 00 
16 : 00 - 17 : 00 
17: 00 
(出典) Opr阻ßaa~IHI TPma xoa甜C四HHero pyKoBOAßTeJJe血，cTp.176. 
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表4 基本生産にサービスする職場、部の長の勤務時間表
時刻(時:分) 第 1 第 2 工程技師 主人主機 資料供給職場長 職場長 主 任 機技師 部 長
8:00-8:45 職区の巡回 情報の検討 原材料保管主任の報告
8:45-9:30 操 業 ~ 議
9:30-10:30 職場で業務 主任技師と会議 部会との会議
10:30-11 :00 
計画ピュロー 技術統制部長 部下への指示，
員との会議 との会議 仕事の統制
部で業務
11 :00-12:00 当面の諸問題の解決 基本職場の申
請の検討と承
認、
12:00-13:00 昼 食
13:00-14:00 当面の諸問題の解決 昼 食
納入者や注文
14:00-15:00 職長との会議 部員との会談 職場の巡回 者の代表との
会談
15:00-16:00 第 2 交替班の課題の検討 部で業務 同僚との会談 企業長代理との会談
16:00-17:00 職場で業務 職場の代表者 修理経過の 当面の問題のと会談 統制 解決
交替以降 社会的な活動，社会的組織の代表者との会談
(出典) Y npaBJIeHUe CO~. npo阻WneHHI>IM npe)J;npUßTUeM, TexHÌRa, 1983, cTp.138. 
￡U F同U
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表 5 企業長の勤務時間表
月 火 水 木 金 土
8: 00-9: 00 企業内の巡回とそれぞれの場所の業務上の問題の解決
9: 00-10: 00 
予算会計 報告書 資材供給 報告書 予算会計 報告書
問題会議 資料の検討 問題会議 資料の検討 問題会議 資料の検討
人事問題 発送会議 計画遂行 原材料契約 発送会議 外部組織の
10: 00-11 : 00 会議 (第 1 週と 会議 検討会議 (第 1 週と 代表者との第 3 週) 第 3 週) 会談
外部組織 職場活動計
11 : 30-12 : 30 の代表者 画の検討 報告書， 企業長機 原材料契約(第 1 週と 資料の検討 関への参加 検討会議との会談 第 3 週)
13 : 00-13 : 30 昼 食 文献に眼をを通す
原材料契 原料の第 1 HOT およ 基本投資， 原料の第 1
14: 00-15: 00 約検討会 次加工現場 ぴ管理問 修理問題の 次加工現場
議 の巡回 題の検討 検討 の巡回
報告書・ 個人的問題 賃金問題 報告書 企業の将来
15: 00-16 : 00 資料の検 に関して訪 の検討 の検討 の問題の検討 門者と会談 討
16: 00-17: 00 企業長機関への参加
17: 00 通信問題に関する打ちあわせ
(出典) OpraHHaa~IHI Tpy~a …， CTP. 154~ 155. 
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